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１．背景 

　わが国では、地域ヘルスケアの持続的提供を支えるために、 PHR（ Personal Health Record）のサービスモデ

ルの開発と研究事業が進められている。 特に、各地域では EHR（ Electronic Health Record）サービスと並行し

て、 PHRサービスへの展開が進められているため、異なるサービス間での相互運用性の確保が課題となってい

る。そこで HL7 FHIR（ Fast Healthcare Interoperability Resources）の活用が注目されているが、端緒についた

ところである。 

２．目的 

　PHRサービスの普及には、 PHRのデータ構造の標準化に関して整理する必要がある。実運用されている

PHRサービスの FHIR充足度の検証を行うことにより、 PHRの標準化に共通な課題を考察する。 

３．方法 

　広島県で運用されている「ひろしま医療情報ネットワーク（ HMネット）」の PHR基盤から、 HL7　FHIRに

データマッピングした際の充足度を評価する。また、個人のヘルスケア情報を収集し、どの程度利用されている

のか、実データの登録状況から、データ構造の在り方を検討する。 

４．結果 

　HL7FHIRに対しては、概ねデータ変換可能であることが確認できた。しかしながら、テキストの登録データ

は、データの表現方法のバラつきの問題が確認された。 また、実データ連携（ N=91）では、データ欠落なく連

携ができることを確認した。アレルギーや調剤情報の入力は少なく、検査結果の登録はみられなかった。 

５．考察 

　今後、個人のデータ登録を積極的に行う仕組み作りが必要であり、他データとの連携を増やすことや入力方法

を統一することなど、一つの仕組みによらないデータの収集や統合の仕組みに転換しなければ、有用なデータは

集まらないものと考える。利用価値の高いデータとして充足度を高めていくことを意識する必要があることがわ

かった。
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In Japan, the development of PHR (Personal Health Record) service models and research projects are being 

conducted to support sustainable community healthcare. Since ensuring interoperability among different services 

has become a challenge, the use of HL7FHIR is attracting attention, but it is still at the beginning. 

To examine the common challenges in the standardization of the PHR services by verifying their FHIR sufficiency. 

From the PHR infrastructure of Hiroshima Medical Network (HMNet), which is operated in Hiroshima Prefecture, 

the sufficiency is evaluated when data is mapped to HL7FHIR. We examine the state of the data structure based 

on the registration status of actual data and how personal healthcare information is collected and used.  

Data conversion was confirmed to be generally possible for HL7FHIR. However, the text registration data showed 

problems of variation in the way the data was expressed. In the actual data linkage (N=91), linkage was confirmed 

to be possible without missing data. There was little input of allergy and dispensing information, and no 

registration of test results was observed.  

In the future, it will be necessary to create a system for actively registering individual data, and we believe that 

useful data would not be collected unless we shift to a system for collecting and integrating data that does not rely 

on a single system, such as increasing linkage with other data and unifying input methods. 
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1. 背景 

1.1 緒論 
我が国では、人口減少と高齢化への対策として、健康寿命

延伸と医療介護サービスにおける生産性向上の改革が進め

られており、地域ヘルスケア（保健医療）の持続的提供を支え

るために、EHR（Electronic Health Record）の地域ネットワ

ークへの展開とともに、PHR（Personal Health Record）に関

するサービスモデルの研究開発事業が進められている 1)。 

国を中心とした行政では、マイナポータルを基盤として予

防接種、レセプト、健診など、情報提供システムの構築を進め

ている。今後は、マイナンバーカードと健康保険証の連携に

より、マイナポータルの普及とともにマイナポータル API

（Application Programming Interface）を介して、民間事業者

や行政機関等の Web サービスと接続した健康や医療にかか

る自己情報の収集が可能となる 2)。ただし、国が管理するマイ

ナポータル等の仕組みは、社会保障の範囲内で提供される

ものであり、地域性を鑑みたヘルスケアの取り組みを進めるた

めには、地域単位でのサービス提供が必要となる。 

地域住民を主体とした情報管理をさらに進めるため、地域

での PHR サービスの普及が期待されるが、異なるサービス間

での相互運用性の確保が課題となっている。 

そこで、通信の標準規格である HL7 FHIR（Fast Healthcare 

Interoperability Resources）3)の活用が注目されているが、

FHIR を利用した相互運用性の確保に向けた取り組みは、端

緒についたところである。 

今後、地域ヘルスケアデータの高付加価値化を進めていく

ためには、まずは、医療の最適化、医療・介護連携の促進、

地域医療支援、救急・災害等の備え、医療費適正化に対応

していくことが必要であり、そのうえで将来的には EHR・PHR

サービス，高度医療機関，研究機関，民間企業，個人等が提

供する様々なデータが情報プラットフォームで融合され，保

健・医療・介護分野やそれに関連する生活領域で、デジタ

ル・イノベーションが創出されていることを目指す姿としたデジ

タルトランスフォーメーション（DX）による支援が期待される。 

1.2 異なるヘルスケアサービスのデータ構造の
差異に関する課題 
異なるヘルスケアサービスは、実際の利用アプリケーション

に合わせて、データの保管や構造に差が生じるため、データ

の粒度や精度、頻度などにバラツキが生じ、データ活用にお

ける相互運用性が損なわれる可能性が示唆されている 4)。 

実データから標準規格にデータ変換を行う際には、意味の

解釈の違いによる項目のマッピングに間違いが発生したり、

独自定義をベンダー固有の解釈で実装するなどが起こった

場合でも、データの中身に関しては、これまではチェックでき

ていないため、今後は、相互接続性を高めるための構築を進

めていくには、意味付けされたデータモデリングが必要とな

る。  

また、データモデリングにおけるデータ利用を促進させるた

めには、発生源となるデータの充足度を増やすことやデータ

変換の標準化ルールを取り決めることで、患者のための医療

行為を実施する上での質の高いデータを確保できる可能性

がある。 

1.3 PHRの FHIRへのデータ変換に関する課題 
FHIRへの PHRデータの変換は、FHIRの定義を組み合わ

せることにより、概ね充足させることができる 5)。 

ただし、定義されていない項目は、拡張機能や説明、解釈

の登録などにより、マッピングの表現は可能であるが、PHR で
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利用する上での取り扱いのルールを定めることが別途必要に

なり、利用に関するマニュアル化が求められている。 

現在、わが国では、NeXEHRS コンソーシアムが中心となっ

て、FHIR のユースケースに基づいた仕様書の整理と合わせ

て、次世代標準健康医療記録システムの基本コンセプト、共

通プラットフォームのあり方、医療制度と法制度の課題などの

検討がなされている。 

実際に構築されている PHRサービスから FHIRの JSON形

式（JavaScript のオブジェクト記法を用いたデータ交換フォー

マット）への変換データを API（Application Programming 

Interface）により取得し、データベースにデータを格納した際

に、どのような問題が生じるか、実証研究による成果が期待さ

れる。 

1.4 行政による企業の健康経営の取り組み支援 
従業員の健康増進を重視し、健康管理を経営課題として

捉え、その実践を図ることで従業員の健康の維持・増進と会

社の生産性向上を目指す経営手法として、2009 年から健康

経営の実践が始まっている 7)。 

しかしながら、未だ健康経営への実践の着手が遅れている

企業が多い 8)ため、行政や保険者が取り組みの支援を行って

おり、PHR を中心に地域ヘルスケアデータの活用が期待され

ている。 

 

2.目的 
PHR サービスを普及させるための一つの対策として、異な

るサービスの相互運用性を高めることが必要とされる。これに

は、各地域の PHR サービスにおけるデータ構造の標準化へ

の課題を整理する必要がある。 

そこで、実際に運用されている PHR サービスを FHIR の定

義にマッピングし、実データの充足や連携状況の検証を行う

ことにより、PHR サービスの標準化への課題を考察する。 

 

3.方法 

3.1 調査対象 
健康経営を実践している企業の従業員のうち、広島県で運

用している「ひろしま医療情報ネットワーク（HM ネット）」の利

用者を対象に、書面にて研究説明を行った。研究同意を得

た者のうち、PHR 基盤に蓄積された個人のヘルスケア情報

（表１）のいずれかの情報を保有する者とした。 

 

表１ HMネットの PHRで保有する研究対象のヘルスケアデ

ータ項目 

3.2 調査方法 
HM ネットの利用カードに記載された地域共通 ID をもとに、

HMネット側で準備したAPIを経由して、個人のヘルスケア情

報を HM ネットの PHR 基盤から収集した（図 1）。 

地域共通 ID連携によるヘルスケア情報のデータ取得にお

ける通信網は、IP-VPN（NTT：フレッツ・VPN プライオ）を利用

した。なお、本研究では匿名化されたデータのみを利用し

た。 

 

図 1 本研究でのヘルスケア情報の収集にかかる概念図 

3.3 調査期間 
研究同意の取得期間は、2020年 11月 30日～2020年 12

月 14日で実施し、研究データは 2021年 2月 12日にデー

タ連携による抽出を実施した。 

3.4 調査分析方法 
まず、HM ネットの PHR 基盤に蓄積されている患者基本情

報、既往歴、バイタル情報、カレンダー、健診結果、検体検

査結果、調剤情報を対象に HM ネットのデータ項目と

HL7FHIR 規格（Release４（v4.0.1））へのマッピング検討を行

い、JSON 形式への変換の可能性の検討を行った。 

 次に、あらかじめ研究同意を得た健康経営企業の従業員

（N=91）を対象に、FHIRResource の Patient（患者情報）、

AllergyIntolerance（アレルギー情報）、MedicationDispense

（調剤実施情報）、Observation（検査結果情報）へのマッピン

グ登録状況を調査した。 

 

4.結果 

4.1 HMネット定義項目名に対する FHIR化と将来
作成検討 

HMネットのデータ項目定義とHL7FHIR規格の比較により、

患者基本情報、既往歴、調剤情報、検体検査結果の各項目

を FHIR化に対応することができることがわかった（表 2）。また、

実際に連携する際の JSONのサンプルコード（例：アレルギー）

を図 2 に示す。 

 なお、検体検査結果は、今回の検証では実データの対象

者がいなかったことから、実データに即したサンプルデータを

JSONに変換している。検査結果は、将来的に JAHIS健診結

果フォーマットや SS-MIX2 の検体検査結果への変換も可能

であることがわかった。 

 バイタル情報は、HMネットの仕組みにおいて、IoT機器との

連携は可能であるが、今回の収集対象には含まれないため、

除外している。しかしながら、Observation にマッピングする事

により可能であることは、定義比較により確認した。 

 カレンダーは、メモ情報として登録されており、対象となる
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FHIR の定義においては、拡張機能を利用する必要があるた

め、現状では困難であることがわかった。 

 また、既往歴のうち、治療中の病気や服用している薬、手術

歴は、メモ情報として連携できることを確認した。ただし、

AllergyIntolerance に付随するメモ情報としては、正確なマッ

ピングとは言い難い状況であるため、さらなる検討が必要と考

える。また、これらのメモ情報に関しては、入力者や入力方法

により、表現にバラつきが生じるため、データの２次利用を高

めるためには、標準コードと紐づいたデータ表記のゆれを補

正することが求められるが、現状では利用面でのメリットを優

先せざるをえない状況といえる。今後の標準コードの普及が

期待される。 

 

表 2 HM ネットの PHR データ項目から HL7FHIR 規格への

マッピング結果 

 

図 2 JSON変換のサンプルコード（例：アレルギー） 

 

4.1 HMネットの実 PHRデータによる FHIR化 
 患者情報（Patient）、AllergyIntolerance（アレルギー情報）、

MedicationDispense（調剤実施情報）は、データ欠落なく

FHIR 化（JSON への変換）に対応できた。データ分類および

項目と FHIRDataElement と FHIRContents の関係、連携した

実データ件数を表 3～5 のとおり示す。 

Observation（検査結果情報）は、対象データなしとなったた

め、サンプルデータによるデータ連携を実施した。データ連

携の接続によるテスト結果は、前述の机上検討どおりに問題

なく、完了した。 

 

表 3 患者情報（Patient）のデータ登録件数 

 

表 4 AllergyIntolerance（アレルギー情報）の登録状況 

表 5 MedicationDispense（調剤実施情報）の登録状況 

 

5.考察 

5.1 普及のための FHIR化に向けた課題 
今回の HM ネットの PHR データの FHIR 化により、データ

欠落なく、概ねデータ変換の対応ができることを確認したが、

一部のメモやテキスト入力など、定義の未対応項目に関して

は、具体的なマッピングルールを定めた上で、構造化する必

要がある。 

今後の拡張を考えた場合、SS-MIX2 から FHIRへのマッピ

ング、さらにはマスタ項目から FHIR へのマッピングの可能性

と変換の必要性を議論しなければならない。データ連携では

共通フォーマットで実施することが望ましいが、医療データに

関 し て は 、 SS-MIX2 （ Standardized Structured Medical 

Information eXchange）の定義で連携する方が、既に地域単

位で多くの仕組みが動いている現状においては、既存環境

への影響は少ない。そのため、PHR への変換が求められるケ

ースに応じて、異なるフォーマットを組み合わせたデータ通信

を検討することも、これまでのデータ資産を有効に利用できる。

今後は、実際の切り替え更新において、運用での投資対効

果の検証による実現可能性も視野に入れることが必要になる

ものと考える。 

5.2 実データからみたデータ入力の課題 
患者情報の登録を比較すると、アレルギーや調剤情報の

入力が少なかったため、入力を促すための仕掛けづくりは必

要になるものと考える。 
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なお、アレルギー情報の入力には、「なし」という情報が確

認できた。入力がないと確認していないのか、確認した上で

なかったのかわからない。「なし」という情報を入力することも

確認した結果となるため、意義のある入力だと思われる。 

調剤情報の入力では、服薬指導内容の入力を充実させる

必要があるものと考える。薬局では、概ね患者に服薬指導に

準じた調剤薬の確認を行っているものと考える。病院や診療

所では、処方した情報は確認できるが、服薬指導による調剤

後の変更部分は伝達されずに確認できないことが多い。これ

らの情報を共有するための入力が必要になるものと考える。 

 

6.結語 
今後、PHR データを充足させるためには、個人のデータ登

録を積極的に行う仕組み作りが必要であり、他の記録からも

データをマッチングさせるなど、一つの仕組みによらないデー

タの収集や統合の仕組みに転換しなければ、有用なデータ

は集まらないものと考える。今後の共通プラットフォームとして

のデータレイク基盤では、単なるビッグデータとしての集まり

にするのではなく、相互運用性の確保とともに、利用価値の

高いデータとして充足度を高めていくことを意識する必要が

あることがわかった。 
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